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関ケ原町財政状況 関ケ原町財政状況 関ケ原町財政状況 　　役場　総務課 
　　４３　―　１１１０ 
問 

①純経常行政コスト  
行政コスト計算書における純経常コスト 

②一般財源　町税、地方交付税など 

③補助金等受入れ、資産評価替によ 
　る変動額など  
国・県補助金、資産の評価替えを行った差額など 

純資産の変動額（Ｂ）（①＋②＋③） 

期末純資産残高（Ａ+Ｂ） 

期首純資産残高（Ａ） 

△４７億３，８４８万円 

２７億３，５７２万円 

１９億８，３０１万円 

△１，９７５万円 
２３１億１，７４８万円 

２３１億３，７２３万円 

①人にかかるコスト  
人件費、退職手当等引当 
金繰入等など 

②物にかかるコスト  
物件費、維持補修費、減 
価償却費 

③移転支出的なコスト  
社会保障給付、補助金等など 

④その他のコスト 
支払利息、回収不能見込 
計上額など 

経常収益（Ｂ） 
事業収益、分担金・負担 
金・寄付金など 

経常行政コスト（Ａ） 
　（①+②+③+④） 

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 

１９億９，０７６万円 
 

３３億９，３０２万円 
 

３０億１，３８９万円 

３億５，１３７万円 
 

８７億４，９０４万円 

４０億１，０５６万円 
 

４７億３，８４８万円 

　税収や補助金の受入れ、純経常行政
コスト（受益者負担分を除いた行政サー
ビスに係る経費）などにより、純資産が
前年度末（期首）と当年度末（期末）でど
のくらい増減したかを明示したものです。 
　町及び関連団体全体としては、前年
度末より１，９７５万円減少しています。 

－　純資産変動計算書　－ 
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

（平成２３年３月３１日現在） 

　その年度に行った行政活動のうち、学校
教育や福祉サービスの提供といった資産形
成に結びつかない行政サービス（人的経費
や給付サービスなど）に係る経費が、使用
料や負担金といった行政サービスを提供し
た結果で得られた受益者負担等でどれだけ
賄われたかをみることができる書類です。 

－　行政コスト計算書　－ 
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 　将来世代負担比率は、３６．９％となっています。

下水道事業や病院事業などの地方債残高が大きいこ
とが影響しているといえます。 

①人にかかるコスト　人件費（職員の給料等）、退職手当等引当金繰入
等（年度末に在籍（勤務）する全職員が普通退職したと仮定した場合
の退職金総額のうち当年度負担分） 

②物にかかるコスト　物件費（光熱水費、消耗品や備品購入費等）、維
持補修費（建物の修繕料や道路の補修費等）、減価償却費（建物や道
路など有形固定資産の価値が年数がたつことで目減りする分） 

③移転支出的なコスト　社会保障給付（生活保護、児童福祉、身体に障
害のある人などに生活費等を助成する費用）、補助金等(他団体の事
業に対する補助金や国・県等の業務を行うための負担金） 

社会資本等について将来返済することが必要な負債がどれだけの割合になる
かを表しています。社会資本形成に係る将来世代の負担の比重を把握するこ
とができ、以下の算式により算定しています。 

将来世代負担比率 

負　　債 
１３１億２，９８１万円 

純　資　産 
２３１億１，７４８万円 

負　　債 
１３１億２，９８１万円 

純　資　産 
２３１億１，７４８万円 

道路や学校などを建設す 
るために借り入れた地方 
債や退職手当等引当金な 
どで、これからの世代に 
負担となるものです。 

資産から負債を除いた額 
で、これまでの世代が負 
担したものです。 

３６２億４，７２９万円 

負債 + 純資産 
お金をどのように集めたのか（資金の調達状況） 

将来世代負担比率（％）＝ 地方債残高 ÷ 公共資産合計 × １００（％） 
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平成２２年度 

　前ページで関ケ原町の各会計の決算をお知らせしましたが、地方公共団体の会計は、現金収支に着目した
現金主義によって行われており、予算執行状況の把握に適している一方、現金以外の資産・債務がわかりに
くく、減価償却や引当金等の非現金支出が明らかにされないなどの課題があります。  
　また、町の事業は、普通会計、公営事業会計のほかにも土地開発公社や一部事務組合等の関連団体等と連
携協力して行政サービスを行っており、これらを含めた町の財政状況を明らかにする必要もあります。  
　このように、町の財政は１つの会計のみで成り立っているわけではありませんので、町や関連団体全体の
財政状況を明らかにするため、民間企業会計の手法を取り入れた財務書類４表（貸借対照表・行政コスト計
算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成しました。町や関連団体全体の財政状況を明確化し、今
後の行政運営に活用していきたいと考えています。 

①経常的収支  
人件費、社会保障給付、 
町税など 

②公共資産整備収支  
公共資産整備支出、国・ 
県補助金、地方債など 

③投資・財務的収支  
地方債償還額、貸付金回収 
額、長期借入金借入額など 

当年度資金増減額（Ａ）  
　　（①+②+③） 

　期首資金残高（Ｂ） 

経費負担割合変更に 
　　　　伴う差額（Ｃ） 

期末資金残高  
　　（Ａ+Ｂ+Ｃ） 

９億７，８６８万円 

△２億１，２２９万円 

△６億２，５５４万円 
 

１億４，０８５万円 
 

２３億４，４４７万円 
 

△３０万円 
 

２４億８，５０２万円 

　現金支出をその性質に応じて「経常的収
支」、「公共資産整備収支」、「投資・財
務的収支」の３つに区分し、それに対応す
る財源を収入として表示したものです。  
　どのような行政活動に資金を必要とし、
それをどのように賄ったかを把握すること
ができます。  
　経常的収支の差額が公共資産整備や地方
債償還（投資・財務的支出）に使われるこ
とになりますが、今年度は１億４，０８５万円
の資金増となりました。 

－　資金収支計算書　－ 
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

－　貸借対照表　－ 
　年度末における「資産」と「負債及び純資産」と
を対比させて表示したものです。  
　「資産」は、将来の世代に引き継ぐ社会資本や債
務返済財源等の金額、「負債」は、将来の世代が負
担しなければいけない金額、「純資産」は、これま
での世代が負担した金額を示しています。  

公共資産 
３０３億９，８０８万円 
公共資産 

３０３億９，８０８万円 

投資等 
２９億５，７０２万円 

流動資産 
２８億９，２１９万円 

※うち、資金２４億８，５０２万円 

道路や公園、小中学校、 
保育園などの土地や建物 
など公共の資産です。 

関係団体への出資金や投 
資及び基金などの資産で 
す。 

財政調整基金や町税等の 
未収金などの合計です。 

３６２億４，７２９万円 

資　　産 
関ケ原町がどのような資産を持っているか 




